
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度６月補正予算（案）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ３ 年 ６ 月 

長 崎 県 





令和３年度６月補正予算は、 

１ 新型コロナウイルス感染症対策に要する経費 

２ その他緊急を要する経費 

について計上いたしました。 

 

補正予算の総額は、 

一 般 会 計       ３７億 ３，２４０万 ８千円の増 

で、これを現計予算と合算いたしますと、 

一 般 会 計    ７，８１３億 ３，８３７万 ８千円 

となります。 

また、これを前年同期の令和２年度６月現計予算と比較しますと、 

一 般 会 計      ３０３億 ７，５１３万 ２千円の減 

となり、一般会計の伸率は３．７％の減となります。 

 

（参考）一般会計 令和２年度６月現計予算との比較（単位：百万円、％） 

         令和２年度       令和３年度     伸率 

◎総 額     811,714       781,338    △ 3.7 

  ・公債費    101,067       100,638    △ 0.4 

  ・その他    710,647       680,700      △ 4.2 

 

今回の一般会計補正予算の主な歳入予算は、 

１．国 庫 支 出 金       ３５億 ５，１１０万 ８千円の増 

２．繰  入  金        １億 ３，０１０万   円の増 

３．諸  収  入           ５，１２０万   円の増 

であります。 

 

【一般会計補正予算に計上した主な事業】 

新型コロナウイルスワクチンの接種促進対策に要する経費、生活福祉資金の

貸付に要する経費、生活困窮世帯に対する新たな支援金の支給に要する経費、

県立大学生及び私立専修学校生への授業料支援に要する経費、本県独自の被災

者生活再建支援制度の創設に要する経費、情報セキュリティ対策の強化に要す

る経費などについて計上しております。 
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（主な計上事業）

１．新型コロナウイルス感染症対策に要する経費 （単位：千円）

（新）

・生活福祉資金貸付推進補助金
・申請期間：令和３年６月末まで
　　　　　　→令和３年８月末まで延長
・負担割合：国10/10

※先議対応予定 ・（新）生活困窮者自立支援金
・審査に係る事務費等
・支援対象：緊急小口資金等の特例貸付を利用できない
　　　　　　世帯で、以下の要件を満たすもの
　　　　　　（収入）①市町村民税均等割非課税額の
　　　　　　　　　　　1/12＋②住宅扶助基準額
　　　　　　（資産）預貯金が①の６倍以下
　　　　　　　　　　（ただし、100万円以下）
　　　　　　（求職等）ハローワークでの相談や応募・
　　　　　　　　　　　面接等、又は生活保護の申請
・支給額（月額）：単身世帯：６万円、２人世帯：８万
　　　　　　　　　円、３人以上世帯：10万円
・支給期間：令和３年７月以降の申請月から３か月
　　　　　　（申請受付は令和３年８月末まで）
・負担割合：国10/10

38,400
10,920

新型コロナウイルス感
染症対策セーフティ
ネット強化事業費

49,320 71,158 120,478 長期化する新型コロナウイルス感染症の影響により、緊急
小口資金等の特例貸付の利用ができない生活困窮世帯に対
し、就労等による自立を図るため、新たな支援金を支給

〃

福 祉 保 健

2,496,376

・支援対象：県内に運航の拠点となる支店を設置する
　　　　　　航空会社
・支援金額：6,000千円

生活福祉資金貸付事業
費

2,496,376 2,117,407 4,613,783 新型コロナウイルス感染症の影響による休業等で収入減と
なっている世帯への資金需要に対応するため、生活福祉資
金の貸付を行う長崎県社会福祉協議会への貸付原資等を補
助（申請期間の延長に伴う増額）

〃

【対象校】
　以下の全ての要件を満たす私立専修学校（専門課程、
　高等課程、国家資格者養成施設等の指定を受けている
　一般課程）
　・独自の授業料減免を実施したこと
　・財務諸表、授業計画等の情報を公開していること
【対象者】
　世帯年収見込みが約380万円未満の学生（修学支援新
  制度の基準額満額の減免を受ける者を除く。）
【対象経費】
　授業料減免額
【補助率】
　2/3（１人あたり補助上限額65,600円）

国際定期航空路線運航
拠点継続支援金

6,000 0 6,000 新型コロナウイルス感染症の影響により長期間の運休を余
儀なくされている国際定期路線の維持のため、航空会社の
県内における運航拠点継続のための支援金を支給

国 際 観 光
振 興 〇 〇

【対象者】
・学部生：修学支援新制度の対象者のうち、授業料が
　全額減免とならない者
・大学院生：世帯年収見込みが約380万円未満
　かつ奨学金を貸与されているまたは申請している者
【減免額】
　授業料年額の1/6（89,300円）

私立専門学校生への経
済的支援事業費

9,972 224,438 234,410 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う収入の減少等によ
り、意欲ある学生が修学を断念することがないよう、経済
的に困窮している学生に対して私立専修学校が行う授業料
減免を支援

学 事 振 興

事　業　名 補正予算 現 計 予 算 補正後予算額 内　　　　　　　　　　　　　容 担 当 課

運営費交付金 23,754 2,026,680 2,050,434 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う収入の減少等によ
り、意欲ある学生が修学を断念することがないよう、経済
的に困窮している学生に対して県立大学が行う授業料減免
を支援
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（主な計上事業）

○（新）個別接種促進のための補助
　・診療所における接種回数の底上げ
　　週100回以上の接種を７月末までに４週間以上実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋2,000円／回
　　週150回以上の接種を７月末までに４週間以上実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋3,000円／回
　・接種施設数（診療所及び病院）の増加
　　50回以上／日の接種を実施：100,000円／日
　　（上記とは重複しない）
　・病院における接種体制の強化
　　特別な体制を組んで、50回以上／日の接種を週１日
　　以上７月末までに４週間以上実施：医師等の人件費
　　を支援
○対象期間：令和３年５月10日～令和３年７月31日
○負担割合：国10/10

２．その他緊急を要する経費 （単位：千円）

・支援対象：次のいずれかの災害であって、当該市町に
　　　　　　おいて被災者生活再建支援法の適用がない
　　　　　　場合
　　　　　　①本県又は隣接県で被災者生活再建支援法
　　　　　　　が適用される自然災害　　
　　　　　　②本県又は隣接県で災害救助法が適用され
　　　　　　　る自然災害　　
・支援金額：住宅の被害程度（全壊、大規模半壊など）
　　　　　　等に応じ、250千円～3,000千円
            （世帯人員が１人の場合は3/4の額） 
・負担割合：県2/3、被災市町1/3

（新）

・ 対象市町：対馬市
・ 対象経費：再生計画に基づく魚礁整備など漁獲
・ 対象経費：回復等に要する経費

（新）

・事業主体：大村市
・マーケット調査、販売戦略の検討及び通信販売の
　試行への補助
・負担割合：国10/10

（新）

担 当 課

農 山 村 振
興 あ あ あ

5,000

漁 港 漁 場

福 祉 保 健

・次期長崎県自治体情報セキュリティクラウド
　構築経費 125,300

情 報 シ ス
テ ム 〇 〇

医 療 政 策

629,200

195,200

113,721

担 当 課

都 市 政 策

中山間地域所得確保推
進事業費

5,000 0 5,000 中山間地域において稼ぐ仕組みの構築を図るため、地域の
農産物の特性を活かしたブランド化等の取組を支援

先導的官民連携支援事
業費

11,165 0 11,165 松が枝地区の岸壁延伸事業にあわせ、民間収益施設と港湾
施設との一体的な整備・運営を図るＰＰＰ／ＰＦＩ事業の
導入可能性や交通結節機能の検討等の調査を実施

漁場環境悪化に対する
影響緩和緊急対策交付
金事業費

36,000 0 36,000 大型外国船沈没という想定し得ない要因による急激な漁場
環境の悪化を踏まえ、地元市町が座礁船の撤去に併せて実
施する、現場海域周辺の漁獲回復等に資する取組を緊急的
に支援

一般災害対策費 20,000 820 20,820 自然災害が発生した際に、国の支援制度の対象とならない
市町の被災者に対して支援金を支給するため、市町と一体
となって本県独自の被災者生活再建支援制度を創設

情報基盤整備費 125,300 977,218 1,102,518 高度な情報セキュリティ対策のさらなる強化を図るため、
県及び県内市町において構築した長崎県自治体情報セキュ
リティクラウドを更新

事　業　名 補正予算 現 計 予 算 補正後予算額 内　　　　　　　　　　　　　容

新型コロナウイルスワ
クチン接種体制推進事
業費

949,521 409,741 1,359,262 新型コロナウイルスワクチンの接種を加速させるため、診
療所等における個別接種促進のための支援を実施

事　業　名 補正予算 現 計 予 算 補正後予算額 内　　　　　　　　　　　　　容
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令和３年度６月補正予算　一般会計款別内訳

［歳　　入］

　　　　  年度 増減 伸 率

款別 ６月現計① 構成 現計予算 ② 構成 今回補正 ③ 計 ②+③=④ 構成  ④－①  ⑤ ⑤/①

1 県　　　税 122,701,100 15.1 113,701,400 14.6 0 113,701,400 14.6 -8,999,700 -7.3

2 地方消費税清算金 66,101,000 8.1 60,256,000 7.7 0 60,256,000 7.7 -5,845,000 -8.8

3 地 方 譲 与 税 25,787,000 3.2 16,791,000 2.2 0 16,791,000 2.1 -8,996,000 -34.9

4 地方特例交付金 618,000 0.1 674,000 0.1 0 674,000 0.1 56,000 9.1

5 地 方 交 付 税 220,537,000 27.2 225,947,000 29.1 0 225,947,000 28.9 5,410,000 2.5

6 交通安全交付金 390,000 0.0 363,000 0.0 0 363,000 0.0 -27,000 -6.9

7 分 ・ 負 担 金 4,393,907 0.5 3,174,293 0.4 0 3,174,293 0.4 -1,219,614 -27.8

8 使用料・手数料 10,938,076 1.3 10,718,504 1.4 0 10,718,504 1.4 -219,572 -2.0

9 国 庫 支 出 金 158,732,025 19.6 151,302,243 19.5 3,551,108 154,853,351 19.8 -3,878,674 -2.4

10 財  産  収  入 1,592,303 0.2 2,162,755 0.3 0 2,162,755 0.3 570,452 35.8

11 寄    附    金 182,171 0.0 283,385 0.0 0 283,385 0.0 101,214 55.6

12 繰    入    金 20,792,469 2.6 21,007,192 2.7 130,100 21,137,292 2.7 344,823 1.7

13 繰    越    金 1 0.0 1 0.0 0 1 0.0 0 0.0

14 諸    収    入 77,659,058 9.6 59,854,297 7.7 51,200 59,905,497 7.7 -17,753,561 -22.9

15 県    　　　債 101,289,400 12.5 111,370,900 14.3 0 111,370,900 14.3 10,081,500 10.0

合　　　　 計　　　　　811,713,510 100.0 777,605,970 100.0 3,732,408 781,338,378 100.0 -30,375,132 -3.7

令和２年度 令　和　３　年　度

　　（単位：千円、％）
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［歳　　出］

　　　　  年度 増減 伸 率

款別 ６月現計 ① 構成 現計予算 ② 構成 今回補正 ③ 計 ②+③=④ 構成  ④－①  ⑤ ⑤/①

1 議　会　費 1,279,069 0.2 1,301,912 0.2 1,301,912 0.2 22,843 1.8

2 総　務　費 56,339,929 6.9 55,652,835 7.2 131,300 55,784,135 7.1 -555,794 -1.0

3 生活福祉費 118,046,474 14.5 113,054,508 14.5 2,565,696 115,620,204 14.8 -2,426,270 -2.1

4 環境保健費 43,713,150 5.4 47,069,356 6.1 949,521 48,018,877 6.1 4,305,727 9.8

5 労　働　費 3,424,729 0.4 3,295,336 0.4 3,295,336 0.4 -129,393 -3.8

6 農林水産業費 54,731,869 6.7 50,385,487 6.5 41,000 50,426,487 6.5 -4,305,382 -7.9

7 商　工　費 82,628,048 10.2 68,098,623 8.8 68,098,623 8.7 -14,529,425 -17.6

8 土　木　費 87,511,278 10.8 80,446,525 10.3 11,165 80,457,690 10.3 -7,053,588 -8.1

9 警　察　費 39,579,375 4.9 38,745,537 5.0 38,745,537 5.0 -833,838 -2.1

10 教　育　費 150,274,079 18.5 147,256,459 18.9 33,726 147,290,185 18.8 -2,983,894 -2.0

11 災害復旧費 5,285,617 0.7 8,276,624 1.1 8,276,624 1.1 2,991,007 56.6

12 公　債　費 101,067,385 12.5 100,637,988 12.9 100,637,988 12.9 -429,397 -0.4

13 諸 支 出 金 67,432,508 8.3 62,984,780 8.1 62,984,780 8.1 -4,447,728 -6.6

14 予  備  費 400,000 0.0 400,000 0.0 400,000 0.0 0 0.0

合　　　計 811,713,510 100.0 777,605,970 100.0 3,732,408 781,338,378 100.0 -30,375,132 -3.7

令和３年度 令　和　３　年　度

　　（単位：千円、％）
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    　　　　　　　 令和３年度６月補正予算  一般会計性質別内訳

 　　　　　年度 増減 伸 率

性質別 ６月現計 ① 構成 現計予算 ② 構成 今回補正 ③ 計 ②+③=④ 構成  ④－①  ⑤ ⑤/①

 1 人 　件 　費 191,131,651 23.5 188,571,180 24.2 0 188,571,180 24.1 -2,560,471 -1.3

 2 物　 件 　費 24,130,402 3.0 23,369,042 3.0 22,565 23,391,607 3.0 -738,795 -3.1

 3 維持 補修 費 5,745,589 0.8 7,073,472 0.9 0 7,073,472 0.9 1,327,883 23.1

 4 扶 　助 　費 51,465,862 6.3 51,361,052 6.6 69,320 51,430,372 6.6 -35,490 -0.1

 5 補 助 費 等 205,638,163 25.3 203,185,144 26.1 3,515,223 206,700,367 26.5 1,062,204 0.5

 6 普通建設事業 148,848,492 18.3 134,425,711 17.3 125,300 134,551,011 17.2 -14,297,481 -9.6

    (1) 補 　助 95,837,147 11.8 80,592,347 10.4 0 80,592,347 10.3 -15,244,800 -15.9

    (2) 単 　独 47,069,287 5.8 46,964,307 6.0 125,300 47,089,607 6.0 20,320 0.0

    (3) 直　 轄 5,942,058 0.7 6,869,057 0.9 0 6,869,057 0.9 926,999 15.6

 7 災害復旧事業 5,285,617 0.7 8,276,624 1.1 0 8,276,624 1.1 2,991,007 56.6

    (1) 補 　助 4,948,332 0.7 7,988,757 1.0 0 7,988,757 1.0 3,040,425 61.4

    (2) 単　 独 337,285 0.0 287,867 0.1 0 287,867 0.1 -49,418 -14.7

    (3) 直 　轄 0 0.0 0 0.0 0 0 0.0 0 －

 8 失業対策事業 0 0.0 0 0.0 0 0 0.0 0 －

    (1) 補　 助 0 0.0 0 0.0 0 0 0.0 0 －

    (2) 単 　独 0 0.0 0 0.0 0 0 0.0 0 －

 9 公 　債 　費 95,196,177 11.7 90,293,002 11.6 0 90,293,002 11.6 -4,903,175 -5.2

10 積　 立 　金 3,411,498 0.5 7,638,057 1.0 0 7,638,057 1.0 4,226,559 123.9

11 出 　資　 金 13,902 0.0 8,440 0.0 0 8,440 0.0 -5,462 -39.3

12 貸 　付　 金 65,640,737 8.1 47,789,032 6.1 0 47,789,032 6.1 -17,851,705 -27.2

13 繰 　出　 金 14,805,420 1.8 15,215,214 2.0 0 15,215,214 1.9 409,794 2.8

14 予 　備 　費 400,000 0.0 400,000 0.1 0 400,000 0.0 0 0.0

 合 　　　 　計 811,713,510 100.0 777,605,970 100.0 3,732,408 781,338,378 100.0 -30,375,132 -3.7

消 費 的 経 費

    (1+2+3+4+5) 478,111,667 58.9 473,559,890 60.9 3,607,108 477,166,998 61.1 -944,669 -0.2

投 資 的 経 費

        (6+7+8) 154,134,109 19.0 142,702,335 18.4 125,300 142,827,635 18.3 -11,306,474 -7.3

そ の 他 (9+10

  +11+12+13+14) 179,467,734 22.1 161,343,745 20.7 0 161,343,745 20.6 -18,123,989 -10.1

義 務 的 経 費
        (1+4+9) 337,793,690 41.6 330,225,234 42.5 69,320 330,294,554 42.3 -7,499,136 -2.2

令和２年度 令　和　３　年　度

　　（単位：千円、％）
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